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令 和 ７年 ３月 ２ ８ 日 

国土技術政策総合研究所 

 

 

合意形成をスムーズにして、「ゾーン 30プラス」を推進！！ 

～「生活道路への物理的デバイス設置における 

合意形成のための参考資料」を刊行～ 
 

 

＜生活道路への物理的デバイス設置における合意形成のための参考資料＞ 

ダウンロード先ＵＲＬ ： https://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn1310.htm 
 
 
 
 
 
 
 

国総研では、「ゾーン 30プラス」（最高速度 30km/hの区域規制とハンプ等の物理的デ

バイスとの組み合わせによる交通安全対策）の取り組みを進めるため、道路管理者への

技術支援をしております。 

ハンプは、路面をなめらかに盛り上げ、速度の高い車だけに不快感を与え、通行車両

の速度を抑制させる構造物ですが、道路管理者からは、設置にあたって、地域の方々と

の合意形成が上手く行かないとの声があります。 

そこで、生活道路の交通安全対策を円滑に進めた９地区※の合意形成事例を調査し、

ゾーン 30プラスを進める上で必要となる、①課題把握、②対策検討、③対策実施、④

効果検証の各ステップの工夫をとりまとめました。 

    

危険箇所の抽出 抜け道経路を分析 設置位置の調整 社会実験 

 

※埼玉県朝霞市（東弁財地区）、千葉県船橋市（習志野台８丁目地区）、神奈川県横浜市（南区大岡小学校周辺地区）、新潟県新潟市（日和山小学校地区）、  

長野県岡谷市（銀座地区）、京都府舞鶴市（桃山町地区）、広島県福山市（新涯地区）、高知県四万十市（中村小学校地区）、沖縄県那覇市（若狭小学校地区）  

 

（問い合わせ先） 

 国土技術政策総合研究所 道路交通研究部 道路交通安全研究室 

室長 大橋幸子、主任研究官 藤田裕士 

TEL：029-864-4539  E-mail: nil-roadsafety●ki.mlit.go.jp  

※メールアドレスは●を@に変換して送信してください 

 

資料配布の場所 

1. 国土交通記者会 

2. 国土交通省建設専門紙記者会 

3. 国土交通省交通運輸記者会 

4. 筑波研究学園都市記者会 

令和７年３月２８日同時配布 

https://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn1310.htm


「生活道路への物理的デバイス設置における合意形成のための参考資料」の概要

国総研では、生活道路の交通安全対策を円滑に進めた９地区※の合意形成事例を調査し、ゾーン30プラスを進
める上で必要となる、①課題把握、②対策検討、③対策実施、④効果検証の各ステップの工夫をとりまとめた。

①課題把握

・交通安全対策に関する基礎知識や身近な先行事例の紹介
・速度や抜け道経路等のデータと危険箇所の重ね合わせ

②対策検討

④効果検証
③対策実施

※埼玉県朝霞市（東弁財地区）、沖縄県那覇市（若狭小学校地区）、新潟県新潟市（日和山小学校地区）、千葉県船橋市（習志野台８丁目地区）、神奈川県横浜市（南区大岡小学校周辺地区）、
広島県福山市（新涯地区）、高知県四万十市（中村小学校地区）、 京都府舞鶴市（桃山町地区） 、長野県岡谷市（銀座地区）

現地写真を使ったイメージ図

国総研のハンプ紹介動画 先行事例の紹介動画

抜け道経路を分析 ワークショップやアンケートによる危険箇所抽出

随時、共有

協議会ニュース

・協議会やワークショップ等の
検討状況を写真や図を用いて
分かりやすく住民の方々へ共有
・シンポジウムにより課題を共有

・現地の写真を使ったイメージ図により分かりやすく説明
・沿道住民の方を直接訪問し、社会実験の結果を踏まえ
て、対策の見直しや追加対策を検討する旨を説明
・車両の出入りを確認し、物理的デバイスの位置を調整

物理的デバイスの位置の調整

セーフティコーンを
用いた社会実験

・社会実験では、セーフティコーンやレンタルハンプを活用
・児童によるハンプ設置体験やスムーズ横断歩道の
横断体験を実施
・社会実験の結果を踏まえて、対策の見直しや追加対策
を検討し、本設置

児童による
ハンプ設置体験

児童による
スムーズ横断歩道

横断体験

ワークショップだより シンポジウム

・速度や抜け道経路等のデータの変化と
利用者の実感の変化により、対策効果を検証
・効果検証結果を踏まえ、関係機関が連携し、
PDCAサイクルにより継続的に改善・充実

データによる効果検証 こども向けアンケート ワークショップで評価
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01．抜け道利用による交通事故の多い地区でワークショップによる合意形成によりハンプ等を設置

・駅に近く、人口密度が高いが、抜け道利用による交通事故が多い地区。
・住民・国道事務所・市・警察・有識者などが連携し、ワークショップを開催。
・ワークショップでは、参加者が地図上にシールでヒヤリハット箇所を貼り付け、ETC2.0プローブ情報
と重ね合わせることで危険な箇所を共有
・住民が対策を考えやすいよう、「対策カード」を用いて、①対策の目的別に対策が必要な箇所を
抽出し、②主な対策箇所について対策案を考える、２つのステップに分けて実施。
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掲載内容の例（概要）
埼玉県朝霞市
（東弁財地区）

ステップ２ 対策カード

ステップ１ 対策の目的別のシール貼り

ビッグデータによる課題把握

ヒヤリハット箇所の抽出



02．クルーズターミナル等の整備を契機としてワークショップによる合意形成によりハンプ等を設置

・大型客船が寄港できるクルーズターミナル等の整備に伴い、周辺道路が渋滞し、抜け道利用する
車両が増加。
・住民・国道事務所・市・警察などが連携し、ワークショップを開催。
・ワークショップでは、グループディスカッションにより危険箇所を集約し、ETC2.0プローブ情報と照合。
・ワークショップ参加者以外への周知や意見募集のため、ワークショップだよりを各戸へ配布。
・社会実験の効果検証結果を報告し、住民がどう感じたかを意見交換した上で、本設置。

3

掲載内容の例（概要）
沖縄県那覇市

（若狭小学校地区）

ワークショップだより社会実験の効果検証結果

グループディスカッションの様子



03．小学校の校舎移転を契機としてワークショップによる合意形成によりライジングボラード等を設置

・小学校の移転により、通過交通の多い区間が主要な通学路に。
・住民・学校・警察・国道事務所・市などが連携し、生活道路（通学路）の交通環境のあり方を考える
ワークショップを開催（約50～70名参加）。
・ワークショップでは、付箋に問題点を記入し、通学路図に貼り付けて頂き、自動車・自転車・歩行
者など様々な視点から話し合い。
・ETC2.0プローブ情報やナンバープレート調査から車両の走行速度や通過交通の状況を把握。
・参加者自らが対策内容を検討したことで、スムーズな合意形成へ繋げることができた。
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掲載内容の例（概要）

設置されたライジングボラード

新潟県新潟市
（日和山小学校地区）



04．大型商業施設の建設を契機として住民主催の協議会による合意形成により狭さくを設置

・大型商業施設の建設により、生活道路を通過する交通が増えることを懸念した町会が住民主催
の協議会を設置。
・住民主催のまち歩き点検の結果に基づき、町会がヒヤリハットマップを作成し、共有。
・住民主催のシンポジウムで、町会が主体となって、物理的デバイスの設置の合意に向けたコミュ
ニケーションを行う方向性を確認。
・大型商業施設の利用者の抜け道利用実態について、調査結果を共有。
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掲載内容の例（概要）
千葉県船橋市

（習志野台８丁目地区）

抜け道利用実態の共有ヒヤリハットマップ

住民主催のシンポジウム住民主催のまち歩き点検



05．先行整備した２地区の事例を活用した合意形成により半年でハンプ等を設置

・幹線道路からの抜け道利用により、交通事故が多い地区。
・町内会・学校・警察・市・有識者などが連携し、協議会を設置。
・協議会において、ETC2.0プローブ情報の分析結果や先行整備した市内２地区の事例を紹介。
・沿道住民に対し、計画段階から直接訪問するとともに、物理的デバイスの位置の調整等を実施。
・協議会参加者以外にも地区の課題や対策検討内容、協議結果を周知するため、概要を分かり
やすく整理した協議会ニュースを発行し、回覧やポスティングを実施。
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掲載内容の例（概要）
神奈川県横浜市

（南区大岡小学校周辺地区）

協議会ニュース

先行事例の紹介動画

物理的デバイスの位置の調整



06．抜け道利用の多い通学路でセーフティコーンを使った社会実験を踏まえ狭さくを設置

・工業地帯が隣接しており、通勤・通学時間帯に、幹線道路の渋滞を避けるため、通学路を抜け道
利用する交通が多い地区。
・町内会・学校・警察・市などが連携し、協議会を設置。
・協議会において、ETC2.0プローブ情報の分析結果や事故発生状況、アンケート調査結果を共有。
・物理的デバイスの設置による影響を把握するため、セーフティコーン等を用いて社会実験を実施。
・町内会に入っていない住民や対策地区外の住民に周知するため、市のHPやこども新聞で広報。
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掲載内容の例（概要）
広島県福山市
（新涯地区）

市のホームページにおける
広報

こども新聞への掲載

セーフティコーンを用いた社会実験

スムーズ横断歩道の社会実験



07．抜け道利用の多い通学路でハンプ設置体験などを経てスムーズ横断歩道を設置

・通勤・通学時間帯に、幹線道路の渋滞を避けるため、通学路を抜け道利用する交通が多い地区。
・住民・警察・国道事務所・市・有識者などが連携し、スムーズ横断歩道の社会実験を実施。
・社会実験初日に、近接する小学校の児童によるハンプ設置体験や交通安全授業を実施。
・社会実験の結果について、データによる効果検証だけでなく、子ども向けアンケートも実施。
・社会実験後のアンケート調査結果を踏まえ、スムーズ横断歩道を追加設置。
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掲載内容の例（概要）
高知県四万十市
（中村小学校地区）

追加設置した
スムーズ横断歩道

児童によるハンプ設置体験

子ども向けアンケート

データによる効果検証

交通安全授業



08．抜け道利用の多い通学路で自治会長をパイプ役にした合意形成によりハンプを設置

・住宅地に隣接して駅や公共施設が立地し、通学路を抜け道利用する交通が多い地区。
・計画段階から物理的デバイスの設置箇所の選定など、自治会長が住民とのパイプ役に。
・自治会長に説明してもらう資料は、住民が分かりやすいよう、写真や絵を使った資料に工夫。
・市と警察が役割を分担し連携しながら、住民への個別説明を実施。
・児童にも対策の目的を伝えるため、スムーズ横断歩道横断体験などの警察主導の交通安全授業
を実施。
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掲載内容の例（概要）
京都府舞鶴市
（桃山町地区）

自治会長が住民に説明した資料

市と警察による連携

児童によるスムーズ横断歩道横断体験



09．江戸時代の村に由来する21の区長をパイプ役にした合意形成によりハンプを設置

・通園・通学の交通と、大型商業施設や企業・事業所への交通が混在し、通過交通量が多い地区。
・江戸時代の村に由来する自治区の「区長制度」があり、区長が住民とのパイプ役に。
・既存の通学路の協議会をもとに、自治区・学校・道路管理者・警察などが連携し、連絡会議を設置。
・地区への聞き取り調査による主観的な危険箇所と、ETC2.0 プローブ情報による客観的な危険箇
所を重ね合わせて課題を見える化。
・社会実験の実施、効果を検証するとともに、市民新聞や広報誌により住民に取組みを周知。
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掲載内容の例（概要）
長野県岡谷市
（銀座地区）

社会実験の効果検証結果

主観的・客観的な危険箇所を重ね合わせ

可搬型ゴム製ハンプによる社会実験



令和６年３月末時点「ゾーン３０プラス」整備計画192地区策定済

（参考）生活道路の交通安全に係る新たな連携施策「ゾーン３０プラス」

〇 最高速度30km/hの区域規制と物理的デバイスとの適切な組合せにより交通安全の

向上を図ろうとする区域を「ゾーン３０プラス」として設定

〇 道路管理者と警察が緊密に連携し、

地域住民等の合意形成を図りながら、

生活道路における人優先の安全・安心な

通行空間を整備

＋

進入抑制対策

速度抑制対策

■ 最高速度３０ｋｍ/hの
区域規制等
（ゾーン３０）

＜警察による交通規制＞

狭さく

ライジングボラード

＜道路管理者による物理的デバイスの設置＞

クランク

ハンプ

●進入抑制対策

●速度抑制対策

スムーズ横断歩道

スラローム

看 板 路面表示

［「ゾーン３０プラス」の入口（イメージ）］
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（参考）ハンプのねらい

（出典）国土技術政策総合研究所資料No.952
「凸部、狭窄部及び屈曲部の設置に関する技術基準」に関する技術資料（平成29年１月） 12

・30km/hを超えている自動車を十分に減速させる。

・２回目以降の通行では不快感が少なくなる速度で走行



（出典）国土技術政策総合研究所資料No.952
「凸部、狭窄部及び屈曲部の設置に関する技術基準」に関する技術資料（平成29年１月）

（参考）ハンプによる速度抑制効果
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